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給与構造の基本的見直しについて（措置案） 

平 成 １ ７ 年 ５ 月 

人 事 院 

１ 俸給表構造の見直し 

現行の俸給水準は、官民給与の全国平均水準をベースに設定されている。地域の公務員給与 

がそれぞれの地域の民間賃金水準をより適切に反映したものとなるよう、民間賃金の低い地域 

と民間賃金の高い地域との賃金格差を踏まえ、俸給水準を５％程度引き下げることとする。同 

時に、年功的な給与上昇を抑制し、職務・職責に応じた給与とするため、級構成、号俸構成及 

び水準カーブの改正を行う。 

行政職俸給表（一）について次のような改正を行う。 

（1） 級構成の再編 

次のような級構成の見直しを行い、現行の11級制から10級制の級構成とする。 

ア 職責の同質化が進み、人事管理上も別々の級として存続させる必要性の少なくなった 

現行１・２級及び現行４・５級を統合する。 

イ 平成13年１月の省庁再編に伴い従前よりも多数の職員を抱え広範かつ高度な業務を担 

うことになるなど、従来の本省課長の職責を上回る職務が生じてきていることから、こ 

れらの職務を適正に評価するため、新たな級（新中級、現行12級相当）を設ける。 

（2） 号俸構成等 

ア 昇給制度の見直しに伴い、勤務実績を反映させやすくするため現行の号俸を４分割す 

る。 

イ 初任の級を除く現行４級以上の各級について、職務給の観点から級間の水準の重複を 

減少させるため初号等の号棒をカットする。 

ウ 年功的な給与制度を見直し、各職務の級における職務・職責の違いを明確化するため、 

いわゆる枠外昇給制度を廃止する。 

（3） 俸給水準是正 

俸給水準を全体として５％程度引き下げる。 

ア 現行４級以上の各級について、民間水準を上回る傾向が見られはじめる 30 歳代半ばの 

職員が適用されている号俸以上の号俸については、水準をさらに最高２％程度引き下げる。 

他方、現行４・５級等の前半号俸の水準引下げを５％未満に抑制する。 

イ 現行１級・２級及び３級の前半号俸については引下げを行わない。３級の後半号俸につ 

いては４級以上の水準引下げを踏まえ必要最小限の引下げを行う。 

（4） 昇格時の号俸決定方式



昇格時の号俸決定方式について、１号上位昇格方式に代えて、昇格前の俸給月額に職務の 

級別に一定額を加算した額を基礎とする俸給月額となるような方式に改める。 

（5） 切替方法 

ア 切替日の前日に受けていた号俸等及び当該号俸等に係る経過期間に応じ、新俸給表に 

おける細分化された号俸に切り替えることを基本とする。 

イ 枠外昇給制度を廃止することに伴い、枠外在職者は全て最高号棒に切り替える。 

ウ 級統合に伴う切替については、現行１級及び４級在職者については、現行俸給表上の 

２級及び５級における直近上位の額の号俸を基礎として、ア及びイに従って切り替える。 

工 新 10 級の新設に伴う切替については、切替日において新９級（現行 11級）から新 10 

級に昇格したものとした場合に得られる号棒に切り替える。 

（6） 指定職俸給表 

行政職俸給表（一）11級と同程度の引下げを行うとともに、下位号俸をカットする。 

（7） 行政職俸給表（一）及び指定職俸給表以外の俸給表の見直し 

ア 級構成については、行政職俸給表（一）の取扱いとの関係を踏まえ、各俸給表ごとに 

適用される各職種における運用実態を考慮しつつ見直す。 

イ 号俸構成は、行政職俸給表（一）との均衡を基本として見直す。 

ウ 水準是正については、行政職俸給表（一）との均衡を基本として行う。 

２ 地域手当及び広域異動手当の新設 

（1） 地域手当の新設 

公務員の俸給水準を民間賃金の低い地域の水準のベースに引き下げることに併せて、調整手当 

を廃止し、民間賃金の高い地域に勤務する職員に対し、地域手当を支給する。 

ア 支給地域の指定は、民間事業所が集積し、経済活動が比較的安定的、継続的に行われてい 

る地域を単位として行うとの観点から、人口５万人以上の市を単位として行う。 

地域の一体性を考慮して、支給地域に近接する地域の指定について検討する。 

イ 民間賃金の高い地域を決定する指標については、現行の調整手当制度における支給地域等 

の見直しにおいて用いられてきたこと等を考慮して、賃金構造基本統計調査（賃金センサス） 

の特別集計による賃金指数を基礎資料とする。 

ウ 東京都区部の現行給与水準を維持できる水準を上限としつつ、現行の調整手当との連続性 

等を考慮して、支給区分を3％、6％、10％、12％、15％、18％の６段階とする。 

工 地域指定は、俸給水準が５％程度引き下げられることを考慮した新たな基準に基づいて行 

う。 

オ 地域手当の支給区分が下位の地域に異動した職員については、一定期間手当の特例を検討 

する。 

（2） 広域異動手当の新設（転勤手当の名称を「広域異動手当」とする。） 

俸給水準の引下げに伴い、円滑な人事管理の実現に資するため、転勤のある民間事業所（広域 

展開企業）の賃金水準等を考慮して、転勤を行った職員に対し、最大３年間を限度に３～６％程 

度の広域異動手当を支給する。



ア 原則として、転居を伴う勤務地を異にする異動を行った職員に支給する。 

イ 地域手当との併給調整を行う。また、特地勤務手当に準ずる手当と広域異動手当が併存す 

る場合には、両手当間で併給調整を行うことについて検討する。 

ウ このほか、異動者に対する措置として、民間事業所における単身赴任手当の支給実態を考 

慮して、単身赴任手当の額の在り方について検討する。 

３ 勤務実績の給与への反映 

（1） 勤務成績に基づく昇給制度の導入 

勤務成績を昇給により反映させやすくするため、現行の号俸を４分割し、特別昇給と普通昇給 

を一本化する。 

ア 昇給のための勤務成績判定期間を１月１日～12 月 31 日とし、昇給時期を全府省共通の年 

１回、１月１日に統一する。 

イ 職員を初任層、中間層及び管理職層に区分し、当該職員層に応じて勤務成績に応じた昇給 

号俸数及び「特に良好」以上の分布率を設定する。その際、管理職層は、それ以外の職員層よ 

りも「良好（標準）」の場合の昇給号俸数を抑制する。 

ウ 55歳昇給停止措置については現行どおり維持することとする。 

工 初任給決定方法については、基本的には現行の考え方を維持する。 

（2） 勤勉手当への実績反映の拡大 

勤勉手当について、勤務実績を支給額により反映し得るよう、「標準」の成績区分の成績率を引 

き下げることにより得た原資によって、 「特に優秀」及び「優秀」の成績区分の人員分布率を拡大 

する。また、あわせて、当該人員分布率の基準を設定する。 

ア 成績区分別の成績率については、「標準」の成績区分の成績率を5／100引き下げる（一般 

職員 70／100 → 65／100、特定幹部職員 90／100 → 85／100）。これに伴い、懲戒処分を受 

けた職員等「標準未満」の成績区分の成績率を引き下げる。 

イ 成績区分別の人員分布率の基準を設定する。 

（3） 昇格基準の整備 

本格的な昇格基準は新評価制度の導入にあわせて整備する。それまでの間の暫定的な措置とし 

て、以下のとおり現行制度の枠内での昇格運用の改善措置を進める。 

ア 昇格の要件として勤務成績が良好であることを明示し、昇格に係る勤務成績の判定に当た 

って以下のような運用を行う。 

① 昇格に係る勤務成績判定のための基礎資料の一つとして、勤務評定記録書等とともに昇 

給及び勤勉手当に係る勤務成績の判定結果を活用する。 

② 昇格前１年間における勤務成績が「不良」又は「要努力」に該当していないこと。 

イ 級別資格基準表については、職務の級の再編等に応じて修正した上で、昇格のための勤務 

成績を総合的に判断するための期間として当面存置する。 

（4） 給与決定のための勤務成績の判定についての改善 

評価システムの整備については引き続き検討を行うこととするが、当面、昇給、勤勉手当にお 

ける勤務成績の判定をより実効あるものとするとの観点から、従来から各府省で行われている給 

与上の勤務成績の判定手続をベースにその明確化を図る。



上位の勤務成績の判定は、現行制度と同様に定められた予算枠内で相対的な判定を行うが、判定 

を行いやすくするとの観点から判定の着眼点、成績の判断基準等の例示について検討する。「良好 

（標準）未満」の勤務成績の判定には枠は設けず、懲戒処分や矯正措置を受けた場合など全府省共 

通の統一的な運用の基準を示すことについて検討する。 

４ その他の課題 

（1） 専門スタッフ職俸給表の新設 

行政の多様化、複雑・困難化に対応するとともに、複線型の人事制度の導入に向けての給与制 

度上の環境整備として、専門的な能力の活用を目的として、３級構成程度の簡素な級構成の専門 

スタッフ職俸給表の新設を検討する。 

（2） 俸給の特別調整額の定額化 

特別調整額について、年功的な給与処遇を改め、管理職員の職責等を端的に反映できるよう、 

民間企業において役付手当が定額化している実態も踏まえ、定率制から定額制に移行する。 

ア Ⅰ種～Ⅴ種の適用官職については現行どおりとする。本府省補佐の特別調整額（８％）に 

ついて本府省手当に改める。 

イ 手当額は、職務の級別・支給区分別の定額制とする。 

ウ Ⅲ種～Ⅴ種の手当額については、管理職昇任前の超過勤務手当が支給される職員との関係 

を考慮し、地方機関の超過勤務手当の支給実績を考慮した改善を行う。 

（3） 本府省手当の新設 

本府省における職務の特殊性・困難性、人材確保の必要性に配慮し、本府省課長補佐の特別調 

整額を本府省手当に改め、措置の必要性が認められる課長補佐以下の職員を対象とする。 

なお、手当額は、職務の級別（役職段階別）の定額制とする。 

（4） 民間の同種手当の動向等に鑑み、特別調整額を官民比較の給与種目に加え、通勤手当を比較 

給与種目から除く。 

以 上


